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（百万円未満切捨て） 
１．平成23年3月期第1四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月 30日） 
（１）連結経営成績（累計）                                                  （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

23年 3月期第1四半期 57   △52.3 △108   ― △125   ― △142   ―
22年 3月期第1四半期 120   △81.7 △101   ― △118   ― △119   ―

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり四半期純利益

 円   銭 円   銭

23年 3月期第1四半期 △16.79 ―
22年 3月期第1四半期 △112.10 ―

 
（２）連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

23年 3月期第1四半期 2,698 1,543 57.1 181.45
22年 3月期 2,789 1,686 60.4 198.24

(参考)自己資本 23年3月期第1四半期         1,540百万円 22年3月期              1,683百万円 

 
２．配当の状況 

年間配当金    
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期  末 合  計    

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭   
22年 3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00   
23年 3月期 ―    

23年 3月期(予想)  0.00 ― 0.00 0.00   

(注)当四半期における配当予想の修正有無 ：無 

 
３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 円   銭

第２四半期(累計) 692   167.2 △94   ― △101   ― △101   ― △11.93
通  期 2,344   406.7 77   ― 24   ― 24   ― 2.93

(注)当四半期における業績予想の修正有無 ：無 
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４．その他  （詳細は、【添付資料】P.4「その他の情報」をご覧ください。） 
 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 
 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 
 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有 

② ①以外の変更 ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原

則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 
 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年3月期1Ｑ 8,492,165 株 22年3月期 8,492,165 株

② 期末自己株式数 23年3月期1Ｑ 960株 22年3月期 960株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 23年3月期1Ｑ 8,492,165 株 22年3月期1Ｑ 1,067,302 株

 
 
 
（注意事項） 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信
の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しています。 

 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信
【添付資料】P.3「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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（1）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善傾向や設備投資の下げ止まりなど、景気は着

実に持ち直しつつありますが、依然として完全失業率が高水準にあることや、外需の先行き不安、国外の財政不安

に端を発した為替・株式市場の混乱、政策効果の一巡など景気の下振れにつながる懸念要素も多く、先行き不透明

な状況が続きました。 

不動産業界におきましては、地価の下落や建築コストの低下等により都心部を中心に分譲マンション着工に回復

の動きがみられ、需要面では、住宅取得資金に係る贈与税の非課税枠拡大や、住宅ローン減税、住宅エコポイント

等による政策支援による一定の効果はあったものの、所得の伸び悩みや先行きへの漫然とした不安などから、需要

の本格的な回復には至りませんでした。 

こういった経済状況のもとで、当社グループは平成22年２月18日に「新中期経営計画」を発表し、当社が平成22

年３月に取得したリゾート地の販売、並びに当該不動産周辺地域において、シニア層がセカンドライフを暮らすに

ふさわしい環境を整えた分譲地として、シニアマンション、ホテル、リゾートマンション等の開発事業(セグメン

トは企画不動産販売事業)を中心に、買取再販事業(セグメントは企画不動産販売事業)及び企画・販売代理事業の

３つのコア事業を軸として事業を推進していく計画を策定いたしました。当第１四半期連結会計期間における進捗

状況といたしましては、開発事業(セグメントは企画不動産販売事業)においては、前期末に取得したリゾート地の

販売について当初予定していた販売開始時期に一部遅延が生じ、当該リゾート地の販売を開始するにとどまりまし

た（当社HPにて平成22年6月24日付で第一期１次販売区画の詳細を公開。）。買取再販事業(セグメントは企画不動

産販売事業)においては、平成22年６月に第４回株式会社セイクレスト新株予約権の行使による資金でマンション

を取得する予定でありましたが、新株予約権の行使が無かった為一部計画に遅延が生じております。企画・販売代

理事業においては、販売管理費の圧縮、販売人員の効率的な人員配置等の施策を継続的に行いましたが、単独事業

における黒字化は達成できませんでした。 

以上の結果として、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高57百万円(前年同四半期比52.3％減)、営業損失

108百万円(前年同四半期は営業損失101百万円)、経常損失125百万円(前年同四半期は経常損失118百万円)、当期純

損失は142百万円(前年同四半期は四半期純損失119百万円)となりました。 

  

当第１四半期連結会計期間におけるセグメントの概況は以下のとおりであります。 

  

（企画・販売代理事業） 

  当第１四半期連結会計期間の企画・販売代理事業におきましては、顧客別の属性分析等による販売促進、販売管

理費の圧縮、販売人員の効率的な人員配置等の施策を継続的に行いましたが、景気の先行き不透明感による消費

者の購買意欲の減退等の影響により営業成績は低調に推移し、単独事業における黒字化は達成できませんでし

た。 

  以上の結果、売上高は40百万円(前年同四半期比44.9％減)、営業損失14百万円(前年同四半期は営業損失２百万

円)となりました。 

  

 （不動産流動化事業） 

当第１四半期連結会計期間の不動産流動化事業におきましては、商業ビルの管理業務及び仲介業務を行いまし

た。 

以上の結果、売上高は14百万円(前年同四半期比2.6％減)、営業利益２百万円(前年同四半期は営業損失４百万

円)となりました。 

  

（企画不動産販売事業） 

当第１四半期連結会計期間の企画不動産販売事業におきましては、開発事業において、前期末に取得したリゾー

ト地の販売について当初予定していた販売開始時期に一部遅延が生じ、当該リゾート地の販売を開始するにとどま

りました（当社HPにて平成22年6月24日付で第一期１次販売区画の詳細を公開。）。買取再販事業においては、平

成22年６月に第４回株式会社セイクレスト新株予約権の行使による資金でマンションを取得する予定でありました

が、新株予約権の行使が無かった為一部計画に遅延が生じております。 

以上の結果、売上高はありませんでした。営業損失は１百万円となりました。 

  

（環境関連事業） 

当第１四半期連結会計期間の環境関連事業におきましては、ＬＥＤ照明の販売、二酸化塩素の除菌・消臭剤の販

売等を行い、主として当社が有するネットワークを活用した販路の拡大並びに営業基盤の構築等の施策を推進いた

しました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



 以上の結果、売上高は０百万円、営業損失６百万円となりました。 

  

（人材派遣事業） 

当第１四半期連結会計期間の人材派遣事業におきましては、当社連結子会社である株式会社サプリメントサービ

スの吸収合併に伴い事業を縮小したため低調に推移いたしました。 

以上の結果、売上高は２百万円(前年同四半期比91.2％減)、営業損失１百万円(前年同四半期は営業損失３百万

円)となりました。 

  

（2）連結財政状態に関する定性的情報  

Ⅰ 資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期末の総資産は2,698百万円となり、前連結会計年度末と比較して90百万円減少いたしました。

資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。 

  

① 資産  

売掛金の回収に伴い27百万円減少したことと等により、90百万円減少いたしました。 

② 負債  

預り金が８百万円増加したこと等により、52百万円増加いたしました。 

③ 純資産  

四半期純損失142百万円を計上したことにより、142百万円減少いたしました。 

  

Ⅱ キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は前連結会計年度末に比べ29

百万円減少し５百万円(前連結会計年度末は34百万円)となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失を141百万円計上したことに加えて未払金

の減少等により、23百万円の支出(前年同四半期は202百万円の支出)となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、差入保証金の回収等により、２百万円の収入(前年同四半期は０百万

円の収入)となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済等により、７百万円の支出(前年同四半期は204百

万円の収入)となりました。 

  

（3）連結業績予想に関する定性的情報 

 業績予想については、平成22年５月14日公表の通期業績予想に変更はありません。今後、業績予想に関して修正の

必要が生じた場合には、速やかに開示を行う予定であります。また、当社は、平成22年８月中に第４回株式会社セイ

クレスト新株予約権の行使によって得た資金により販売用不動産を取得し販売していく予定としております。今後、

本新株予約権が行使されない場合、経営計画に大幅な変更が生じ連結業績予想の修正を行う可能性があります。 

  



（１）重要な子会社の異動の概要 

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 なお、平成22年５月28日付で、連結

子会社である株式会社サプリメントサービスの普通株式20株を取得いたしました。これにより、株式会社サプリメ

ントサービスは当社の完全子会社となっております。また、平成22年７月15日付で、当社を存続会社とし、当社の

連結子会社である株式会社サプリメントサービスを消滅会社とする吸収合併を行っております。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 固定資産の減価償却費の算定方法 

 固定資産の定率法による減価償却費については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 企業結合に関する会計基準等の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月

26日）を適用しております。これに伴い、連結子会社の資産及び負債の評価方法を部分時価評価法から全面時価評

価法に変更しております。 

 なお、当該変更により四半期連結財務諸表に与える影響はありません。  

   

② 資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 なお、当該適用により営業損失及び経常損失は、それぞれ92千円増加しております。税金等調整前四半期純損失

は、767千円増加しております。 

   

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは、当第１四半期連結会計期間において142百万円の四半期純損失を計上し、キャッシュ・フロー面

でも営業活動によるキャッシュ・フローのマイナスが続いております。 

 当該状況を改善すべく、平成22年２月18日に中期経営計画を策定し、対応策の施策を行っておりますが、早期の

業績回復は依然として不透明であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,387 34,561

受取手形及び売掛金 17,022 44,088

たな卸資産 2,522,765 2,524,463

仮払金 2,588 1,661

前払費用 5,200 5,382

その他 49,300 48,425

貸倒引当金 △46,640 △25,463

流動資産合計 2,555,624 2,633,120

固定資産   

有形固定資産   

建物 73,927 73,927

減価償却累計額 △9,193 △8,715

建物（純額） 64,733 65,211

工具、器具及び備品 15,353 15,353

減価償却累計額 △10,257 △9,928

工具、器具及び備品（純額） 5,096 5,424

土地 17,607 17,607

有形固定資産合計 87,437 88,243

無形固定資産   

無形固定資産合計 8,822 9,584

投資その他の資産   

投資有価証券 13,914 13,914

差入保証金 13,556 22,523

保険積立金 1,106 2,310

破産更生債権等 52,795 52,795

会員権 9,832 9,832

その他 12,378 13,391

貸倒引当金 △57,077 △57,077

投資その他の資産合計 46,506 57,689

固定資産合計 142,766 155,517

繰延資産   

社債発行費 422 512

繰延資産合計 422 512

資産合計 2,698,813 2,789,150



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 558,471 558,471

1年内返済予定の長期借入金 87,326 79,306

1年内償還予定の社債 10,000 10,000

未払金 39,240 43,154

未払法人税等 14,084 11,274

預り金 16,631 7,921

1年内返還予定の預り保証金 98,000 99,500

その他 61,484 7,054

流動負債合計 885,238 816,680

固定負債   

社債 100,000 100,000

長期借入金 123,584 139,603

退職給付引当金 45,084 45,288

負ののれん 702 819

その他 450 450

固定負債合計 269,820 286,160

負債合計 1,155,058 1,102,841

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,084,010 2,084,010

資本剰余金 1,797,690 1,797,690

利益剰余金 △2,304,959 △2,162,404

自己株式 △35,986 △35,986

株主資本合計 1,540,754 1,683,309

新株予約権 3,000 3,000

純資産合計 1,543,754 1,686,309

負債純資産合計 2,698,813 2,789,150



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 120,896 57,704

売上原価 35,509 11,288

売上総利益 85,386 46,416

販売費及び一般管理費 187,216 155,198

営業損失（△） △101,829 △108,782

営業外収益   

受取利息 0 －

負ののれん償却額 117 117

保険解約返戻金 440 622

雑収入 654 2,060

営業外収益合計 1,212 2,799

営業外費用   

支払利息 11,423 6,888

社債発行費償却 592 90

支払手数料 4,285 4,761

租税公課 － 7,510

雑損失 2,052 612

営業外費用合計 18,354 19,863

経常損失（△） △118,971 △125,846

特別利益   

貸倒引当金戻入額 137 －

新株予約権戻入益 750 －

雇用調整助成金 － 9,790

特別利益合計 887 9,790

特別損失   

貸倒引当金繰入額 － 20,000

投資有価証券評価損 1,118 －

事務所移転費用 － 4,827

その他 101 675

特別損失合計 1,219 25,503

税金等調整前四半期純損失（△） △119,304 △141,558

法人税、住民税及び事業税 237 996

法人税等合計 237 996

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △142,555

少数株主損失（△） － 0

四半期純損失（△） △119,541 △142,555



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △119,304 △141,558

減価償却費 2,013 1,568

負ののれん償却額 △117 △117

その他の償却額 1,816 1,762

未払金の増減額（△は減少） △109,340 △3,914

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,516 △204

貸倒引当金の増減額（△は減少） △137 21,176

投資有価証券評価損益（△は益） 1,118 －

支払利息 11,423 6,759

売上債権の増減額（△は増加） 44,514 27,066

預り金の増減額（△は減少） △7,383 8,709

預り保証金の増減額（△は減少） △1,500 △1,500

その他 △3,255 55,373

小計 △183,667 △24,877

利息の支払額 △17,229 △449

法人税等の支払額 △1,693 1,813

営業活動によるキャッシュ・フロー △202,590 △23,512

投資活動によるキャッシュ・フロー   

差入保証金の差入による支出 － △145

差入保証金の回収による収入 － 656

その他 802 1,825

投資活動によるキャッシュ・フロー 802 2,337

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 20,500 －

短期借入金の返済による支出 △83,590 －

長期借入金の返済による支出 △11,799 △7,999

社債の発行による収入 370,000 －

社債の償還による支出 △170,000 －

新株予約権の行使による株式の発行による収入 79,250 －

配当金の支払額 △12 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 204,348 △7,999

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,559 △29,174

現金及び現金同等物の期首残高 46,257 34,561

現金及び現金同等物の四半期末残高 48,816 5,387



 当社グループは、当第１四半期連結会計期間におきましても、前連結会計年度末に引き続き厳しい事業環境が続

いた結果、営業活動によるキャッシュ・フローは大幅なマイナスとなり、営業損失108,782千円、経常損失125,846

千円、四半期純損失142,555千円を計上いたしました。また、平成22年８月13日現在において、金融機関に対する

返済の遅延76,900千円等が発生している状況となっております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しています。 

 四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、主幹事業であります企画・販売代理事業に

おきましては、営業施策として顧客別の属性分析等を推進し、管理面では労働生産性の向上に向けた施策をもって

現在の市場環境と事業規模に合った体制作りを行うことを最重要課題として取り組んでまいる所存であります。企

画不動産販売事業におきましては、当社が平成22年３月25日に現物出資により取得したリゾート土地の販売並びに

リゾートマンション等の開発を行ってまいります。 

 資金調達につきましては、平成22年３月25日に発行いたしました第４回株式会社セイクレスト新株予約権の行使

により段階的に資金調達を行うことを予定しており、当該資金調達により、短期借入金の返済、リゾート土地の販

売に係る広告宣伝費等に充当していくことを予定しており、当該事業による事業利益を確保することとともに、キ

ャッシュ・フロー面においても事業の推進が図れると考えております。また、金融機関に対しては借換等の要請等

により当該遅延状況を解消していく方針であります。しかし、これらの対応策に関して、営業施策面においては不

動産市況の影響、また資金調達面においては株式市場並びに当社株価等の状況に影響されるため、現時点では継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。  

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業はサービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

(1）企画・販売代理事業…主に分譲マンションの企画・販売代理 

(2）不動産流動化事業…主に不動産投資業務、アセットマネジメント業務及び不動産流動化に関するコンサル

ティング業務等 

（3）企画不動産販売事業…主に分譲マンション及び分譲戸建住宅等の販売 

(4）人材派遣事業…主に労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業等 

(5）不動産広告事業…主にインターネットを利用した不動産検索サイトの運営事業及び不動産広告事業等  

３ 既存事業である企画不動産販売事業については、前連結会計年度内に販売物件が完売したこと及び新たな販

  売用不動産の仕入れがなかったことに伴い、当第１四半期連結会計期間での売上高等の計上はありません。

  なお、今後新たに販売用不動産を仕入れる可能性を考慮し、事業区分として残すものであります。  

４ 不動産広告事業として主にインターネットを利用した不動産検索サイトの運営事業及び不動産広告事業を運

  営しておりましたが、当第１四半期連結会計期間において撤退いたしました。 

５ 前第１四半期連結累計期間において「その他事業」として記載していた不動産広告事業につきましては、当

第１四半期連結会計期間において、金額的重要性が増したため、「不動産広告事業」として記載しておりま

す。なお、「その他事業」に含まれる事業は「不動産広告事業」のみであります。 

６ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、86,949千円であり、その主なものは親会

社の管理部門に係る費用であります。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
企画・販売
代理事業 
（千円） 

不動産流動
化事業 

（千円） 

企画不動
産販売事業 
（千円）  

人材派遣
事業 

（千円） 

不動産広告
事業 

（千円） 

計 
（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高                                      

(1）外部顧客に対する売

上高 
 73,424 14,576 － 31,247 1,647  120,896  － 120,896

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 － － － 1,080 －  1,080 (1,080) －

計  73,424 14,576 － 32,327 1,647  121,976 (1,080) 120,896

営業損失（△）  △2,265 △4,910 － △3,692 △4,011  △14,880 (86,949) △101,829



  

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）  

海外売上高がないため、該当事項はありません。  

  

【セグメント情報】  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会におい

て、経営資源の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、本社に全事業本部を設置し、取締役会において決定される経営戦略等に従い、各事業本部が事業

活動を展開しております。 

 したがって、当社は事業本部を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、主として分譲マ

ンションの企画・販売代理を行う「企画・販売代理事業」、主として不動産投資事業及びアセットマネジメ

ント事業並びに不動産流動化に関するコンサルティング事業を行う「不動産流動化事業」、主として分譲マ

ンション及び戸建住宅並びにリゾート土地等の販売を行う「企画不動産販売事業」、主としてＬＥＤ照明等

の環境商品の販売を行う「環境関連事業」、主として労働者派遣事業法に基づく労働者派遣を行う「人材派

遣事業」の５つの事業を報告セグメントとしております。 

   

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（単位：千円）

   

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

 （単位：千円） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。  

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

   

  
企画・販売 

代理事業 

不動産流動化 

事業 

企画不動産 

販売事業  

環境関連 

事業 

人材派遣 

事業  
合計 

売上高 

外部顧客への売上高 40,460  14,195 － 285 2,762 57,704 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － － 

計 40,460 14,195 － 285 2,762 57,704 

セグメント利益又は損失（△） △14,048 2,355 △1,990 △6,226 △1,795 △21,706 

利益 金額  

報告セグメント計 △21,706 

全社費用 △87,076 

四半期連結損益計算書の営業損失 △108,782 



該当事項はありません。   

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

（注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）１株当たり情報

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  181.45 円 １株当たり純資産額  198.24 円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失であり、かつ、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額  △112.10 円

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額  △16.79 円

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額            

四半期純損失（△）         （千円）  △119,541  △142,555

普通株主に帰属しない金額      （千円）  -  -

普通株式に係る四半期純損失（△）  （千円）  △119,541  △142,555

期中平均株式数            （株）  1,066,342  8,491,205



 （第４回株式会社セイクレスト新株予約権の行使） 

 平成22年７月16日付で第４回株式会社セイクレスト新株予約権の一部行使が行われ、資本金及び資本準備金並びに発

行済株式総数が次のとおり増加しております。当該新株予約権の行使による資金は、未払債務の支払いに充当いたしま

した。 

 なお、当該新株予約権の内容は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 （2）新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

  

（注）平成22年７月16日開催の取締役会において、当該新株予約権の割当先である合同会社カナヤマから笹島久万氏へ

の譲渡を承認する旨の決議を行いました。当該譲渡は当該新株予約権の行使日における未行使残高60個のうち１

個であり、当該行使は笹島久万氏によるものであります。 

    なお、当該譲渡先の概要は次のとおりであります。 

  

（業務提携契約の締結） 

 平成22年７月26日開催の取締役会において、日本における太陽光発電システムの販売を行うことを目的として、優太

(國際)新能源有限公司（Upsolar Co., Ltd.）と業務提携契約を締結することを決議いたしました。当該契約の概要は次

のとおりであります。 

 なお、当該契約の締結により平成23年３月期（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）の業績に与える影響

は、販売に向けた体制全般の整備が今期末を目処としているため軽微であると考えております。また、当該契約には、

当社が当該太陽光発電モジュールの販売に係るJ-PEC登録費用の一部を負担する旨及び優太(國際)新能源有限公司

（Upsolar Co., Ltd.）に対して、保証金を差入れる旨の記載があります。  

   

（８）重要な後発事象

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年７月16日 25,000  8,517,165  5,025 2,089,035 5,025 1,802,715 

氏名 笹島 久万  

住所 千葉県柏市  

当社との関係 資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況はありません。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約締結日 契約内容 契約期間 

株式会社セイクレスト 
優太(國際)新能源有限公司 

（Upsolar Co., Ltd.） 
中国 平成22年７月26日

優太(國際)新能源有限公司

（Upsolar Co., Ltd.）が製造する

太陽光発電モジュールの日本総販

売代理契約 

平成22年７月26日から

平成24年７月25日まで



 【役員の異動】 

  

（新任役員） 

（注）退任監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成24年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。なお、馬屋原和義氏は、平成22年６月29日開催の第20回定時株主総会において、補欠監査

役に選任されております。 

  

（退任役員）  

４．補足情報

役名 職名 氏名 生年月日 略歴  任期 所有株式数 就任年月日 

常勤監査役 － 馬屋原 和義 昭和32年12月11日生 

昭和52年６月

昭和58年９月

平成元年10月

  

平成12年11月

平成17年９月

平成20年７月

  

平成22年８月

株式会社広島トヨタカローラ 入社

株式会社グローリア初穂 入社 

株式会社トータルプランニングオフ

ィス入社 

株式会社ダイナシティ入社 

当社 入社 

投資運用事業部兼開発流動化事業部

東京担当部長 

当社 監査役 就任（現任） 

（注） － 平成22年８月１日

役名 職名 氏名 退任年月日  

常勤監査役 － 北山 涼一  平成22年７月30日 
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